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「継続企業の前提に関する注記」の記載解消に関するお知らせ 

 

当社グループは、本日発表の平成 26年３月期決算短信におきまして、「継続企業の前提に関する注記」の記

載を解消いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

 当社グループは「安定収入を基礎とした堅実な営業利益体質を獲得し、企業再生を実現させること」を、平

成26年３月期の経営の最重要課題として様々な施策を講じてまいりました。組織の合理化に取り組み、大胆な

コスト削減に努め、前年対比で間接部門経費を３分の２に圧縮いたしました。また、財務面の強化・充実にも

取り組み、第三者割当による資本増強、債務免除や固定資産の圧縮による負債の削減などにより、前年対比で

純資産を10億円増加させ、総負債を 31億円圧縮させました。これらマイナス面の改善に加えまして、次期以

降の飛躍のための強化にも取り組み、ホテル事業本部を復活させるなどの経営体制の強化や、安定的な賃料売

上確保のための不動産信託受益権の取得に成功いたしております。 

 当社グループの継続企業の前提に関する注記の記載要因は「継続的な営業損失の発生」と「借入金の返済条

項の履行の困難性」の２要因でございました。このうち「継続的な営業損失の発生」につきましては、平成26

年第３四半期、第４四半期の期間利益は連続して営業利益を確保しており、この基調は次期以降も継続される

と判断しております。また「借入金の返済条項の履行の困難性」につきましては、平成26年３月期は約38億

円の約定弁済を行ないましたが、次期の約定弁済額は約４億円程度に圧縮される見通しです。 

 これらの状況から、継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象に係る重要な不確実性については、もはや

存在しないと判断し、「継続企業の前提に関する注記」の記載を解消することといたしました。 

 株主の皆様、金融機関を始めとするお取引先様、ご関係の各位には多くのご心配とご厚情を賜りましたこと、

深くお詫びするとともに篤く御礼申し上げます。今後当社グループは、ホテル事業を中心に新たな価値の創造

を追求しながら、皆様に信頼される強い利益体質の獲得を目指してまいりますので、引き続き変わらぬご指導

とご鞭撻の程をよろしくお願いいたします。 

 

以 上 
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